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本日のテーマ 

Å難燃化の意義と役割 

Å建築基準法の内装制限と消防法の防炎制度 

Å各国の難燃化推進方策の手法 

Å車両火災における難燃化の効果 
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身の回りの物品を防炎化する意義 

Å火と接触する可能性のある可燃物を難燃化  

  Ҧ 出火防止 

3 





5 



内装制限と防炎規制 

○ 防炎規制（消防法）の目的 
 ・ 出火防止 
 
○ 内装制限（建築基準法）の目的 
 ① フラッシュオーバーの防止・遅延 
    Ҧ 難燃材料の使用も可 
 ② 火気使用室の出火防止 
    Ҧ 難燃材料の使用は不可 
 ③ 避難路の出火防止と延焼速度の遅延 
    Ҧ 避難安全の確保 
    Ҧ 難燃材料の使用は不可 
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1969年制定当初 

1972年追加 

1978年追加 
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防炎製品認定制度 

Å第一着火物になり易い寝具類、座布団、衣類等 

Å建築基準法の内装制限においても、消防法の防炎
規制においても、規制対象外 

Å建築物との一体性が低く、両法の規制対象になりに
くい 

○ 防炎製品認定制度発足（1975年） 

Å防炎製品認定委員会（事務局：(財)日本防炎協会）
による任意の制度 

Å当初（ 1975年） 寝具類、テント類、シート類、幕類  

Å現在、防火服等25品目に拡大 
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特定の物品に生産段階で一定
の難燃（防炎）性能を要求する 

アメリカやイギリスでは、 
こちらが主流 
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車両火災における難燃化の効果 

Å自動車は、燃費改善の観点から、軽量化が至上命題 

Å従来、鉄や金属で作られていた部分が合成樹脂に置き
換わっている 

Å自動車内部で用いられる電気設備が増えている 

Åこのため、車両火災が急増している可能性がある 

Å一方、合成樹脂を難燃化して火災の発生を防ぐ努力もな
されており、規制強化も行われている 

 

Åこのような傾向が火災統計にどう反映されているか 

 Ҧ 消防庁火災報告データの分析により明らかにする 
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車両火災：この統計で「車両火災」とは、原動
機によって運行することができる車両、鉄道
車両及び被牽引車、又はこれらの積載物が
焼損した火災をいう。 
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年 
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（一財）自動車検査登録情報協会自動車保有台数統計データより作成 

日本の自動車保有台数の推移（1966-2014） 
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電気配線類 座席シート 

タイヤ エンジン 

ボディ バンパー 

件/100万台 

年 

1993.4.13運輸省自動車局長通達（内装
材料の難燃性の技術基準） 

道路運送車両の保安基準
の細目を定める告示
（2002.7.15） 別添２６ 

内装材料の難燃性の技術
基準(2003.7.7） 

1994.7.1 製造物責任法 



ご静聴ありがとうございました 
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